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１．はじめに

日本では「 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律案」において、2028

年に炭素に対する賦課金（化石燃料賦課金）を導入する計画である。一方、中国も炭素税

の検討段階にある。本稿は、炭素税の政策の受容性を研究することを目的とし、仮想評価

法（CVM ）を用いて、日中両国の二つの調査サンプルを定量化し、両国の国民および東京

都と北京市の住民のデータサンプル間での WTP 推定値と WTP に影響を与える要因の違いを

分析する。この研究では、日中両国で実際の炭素税が導入されていない状況と、研究対象

となる両国の市民がまだ炭素税政策の利益を受けていない状況の下で、個人が税負担を避

けるためにどれだけの炭素税を準備すべきか、また個人がどれだけの炭素税を支払う意思

があれば政策の期待される結果を実現できるかを評価し、将来の税制の変更に備える。さ

らに、研究の最後には分析結果に基づいて政策提言を行う。

２．分析方法

日本と中国の国民の炭素税支払意思額を分析するため、本研究では両国において 2 つの

アンケートを設計し、被調査者の性別、年齢、職業、教育背景、家庭収入などの基本情報

と、炭素税に対する理解度、気候変動への認識、環境保護意識、そして設定された 3 つの

用途に対する炭素税の支払意思額などについて調査を行った。アンケートは専門の調査会

社によって委託・配布および回収が行われた。日中における炭素税政策の受容性を検証す

るため、仮想評価法（CVM）を使用してサンプルを定量化し、線形補間法を用いて両国の国

民の中央値 WTP を推定した。さらに、WTP の分布傾向を分析するためにクロス集計表の比

較分析とカッパ検定を使用し、WTP の影響因子をさらに分析するために Tobit 回帰モデル

を採用した。本研究のアンケートは WTP 金額のデータ区間に基づいて設計されているため、

打ち切り回帰モデルを使用して区間データを効果的に処理し、独立特徴が WTP に与える影

響を測定することができる。

３．分析結果

３．１．WTP 分布状況と中央値

両国のサンプルの WTP 分布図は図1および図2に示され、二つのサンプルの曲線は全体的

にボラティリティでありながら、勾配が下降する傾向にある。データ全体が右偏分布を示

す。そして、両グラフの末端をさらに分析した結果、以下のことが発見した。日本のサン

プルでは、WTP が16,750円を超えた後に反発が見られ、勾配が上がる。影響因子を分析し

た結果、この現象の原因が以下の通りである：男性であり、高収入でかつ炭素税に対する

理解が深く、専門的な教育を受けた男性の割合は、最高の炭素税額を選択する傾向が非常

に高いことが示される。これは最高の炭素税額が反発する要因の中で鍵となる要素である。

特に、炭素税による税収を低所得者層への補助金とする場合、収入が低く、専門学校出身

で自営業の男性は、この政策に対する傾向が大きいである。また、高校卒業者でも家庭収

入が高く、企業経営者として炭素税の知識を持っているこのグループも、最高額の反発傾

向を影響を与えていることがわかった。中国のサンプルでは、WTP が700元から1100元の間
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で、回答者数が約40人から90人の間で緩やかな波動を

形成している。この区間内で最も高い割合を占める人

口特徴は、高収入、高い環境保護意識、高い炭素税理

解度、そして職業が公務員である。日本のサンプルで

は、炭素税による税収を低所得者層への補助金とする

場合の WTP の中央値は3,154.3円である。クリーンエネ

ルギー技術に関する補助金とする場合の中央値は

4,007.6円、国の一般予算とする場合は3,284.2円であ

る。そして、中国のサンプルからの結果を見ると、WTP

の中央値はすべて300元(約6,472.2円)である。

３．２．Tobit 回帰分析結果

日本のサンプルの結果、有意な影響因子と影響度は

以下の通りである：炭素税による税収を低所得者層への

補助金とする場合、男性の WTP は女性よりも 1423.4 円

高く、学歴が 1 単位上がるごとに WTP は 372.0 円減少す

る。炭素税の理解度が 1 レベル上がるごとに WTP は

968.5 円増加する。クリーンエネルギー技術に関する補

助金とする場合、学歴が 1 単位上がるごとに WTP は

363.3 円減少する。経営層は、一般職員よりも 2310.9

円、公務員よりも 2444.4 円、アルバイト層よりも 2668.3

円高い WTP を示す。さらに、世帯年収が 1 単位増加する

ごとに WTP は 2665.0 円増加する。炭素税への理解度が

上がるごとに、WTP は 1094.5 円増加する。国の一般予

算とする場合、男性の WTP は女性よりも 1149.3 円高く、

学歴が上がるごとに WTP は 373.5 円減少する。炭素税の

理解が増えることで、WTP は 1066.6 円増加する。東京の

サンプルによると、女性と比較して、男性はどの炭素税

の用途に対しても WTP が強く、それぞれ 2143.7 円、2405.2 円、2474.2 円と高額である。

国の一般予算とする場合、世帯年収が 1 単位増加するごとに WTP は 3772.5 円増加する。中

国では、低所得者層への補助金とする場合、経営層は会社員に対して 58.6 元、教師や研究

者に対しては 75.9 元多く WTP がある。 北京市では、炭素税が低所得者補助金とグリーン

エネルギー技術補助金とする場合、会社員に比べ、経営層はそれぞれ 93.0 元と 93.9 元、

教師や科学研究者に比べ、経営層はそれぞれ 188.6 元と 176.1 元を WTP が高く、特に国の

一般予算とする場合、北京の男性は女性よりも 49.9 元 WTP が高いである。

４．結論

日中における比較の結果によると、炭素税の用途は低所得者補助金、グリーンエネルギ

ー補助金、および国家予算の場合に、日本の WTP の中央値は、中国と比較してそれぞれ

3317.9 円、2464.6 円、3188.0 円低い。東京都の高所得層および北京の男性は国の一般予

算とする場合の炭素税政策を支持している。日本と中国のサンプルで共通する WTP の影響

要因は、炭素税の理解度である。日本に比べ、中国の WTP は収入や学歴と無関係である。

また、日本の企業経営層は炭素税をクリーンエネルギー技術として支持する一方、中国の

企業経営層は炭素税を低所得者層への補助金として支持する。
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図 2.中国国民の WTP 分布状況

図 1.日本国民の WTP 分布状況


